
経常収支の推移

注）国の指導により予算を超える支出ができないため、余裕をもった支出予算となっており、予算よりも実績の収支は改善する見通しです。
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2020年度の前期高齢者の医療費が下がった
ため、2022年度に約9億円が還付されることと
なりました。

被保険者１人当たりで、会社は116,491円減少、
被保険者は92,150円減少する見込みです。

保険給付費（医療費）
納付金（高齢者医療制度へ拠出）
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保険料率と積立額の年次推移
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■その他支出
■保健事業費
■保険給付費
■高齢者納付金

健康保険料率を下げました！

予算のお知らせ

2018年度から黒字決算が続き、積立金が増加し財政にゆとりが生じているため、保険料率を下げ
ました。

　2022年2月17日開催の組合会で2022年度予算および事業計画が承認されましたので、概要を
お知らせします。

被保険者および事業主から預かる保険料を適切に活用し、次の実現を図ります。
◆加入者のセーフティネットとして、生活の安定に貢献します（医療の提供）。
◆加入者の健康の保持増進に寄与します（健康サポートの提供）。

■保険料減少の程度

1.事業運営の基本方針

◆医療の提供（保険給付費）
●健康保険法に基づき、医療費
を提供します。
●保険給付費予算は前年度並み
です。

◆高齢者医療制度への納付金
●納付金は、制度上の問題を抱えた前期高齢者納
付金に大きく影響されています。2021年度は
6.1億円支払っていましたが、2022年度は９億
円減少して4.5億円還付（受け取る）されることに
なりました。

◆健康サポートの提供（保健事業費）
●加入者の健康の保持増進に寄与するべく毎年一
定額を計上していますが、2022年度は健康投
資（２ページ参照）のため、予算を増額しました。

2．健康保険の予算 　健保組合は、40歳から64歳の被保険者から介護保険料を徴収し、介護納付金として国に納める徴収事務の
みを行っています。
　介護納付金の１人当たりの負担は増え続け、2022年度も前年度よりもさらに増えますが、前年度繰越金等
で賄い、2022年度の保険料率を据え置きました。

３．介護保険の予算

保険料減少の程度は、被保険者
１人当たり年間208千円（被保
険者92千円＋会社116千円）と
なる見込みです。

■近い将来、
妥当な水準まで引き上げ
近い将来、積立金が元に戻った
時点で収支のバランス（均衡）が
とれる保険料率に引き上げるこ
ととなります。

皆様の医療費水準が低いほど、引き上げ時期を遅らせることが可能です。
そのためには、一人ひとりが健康に気遣うことが大切です。
健康投資（2ページ参照）を、ご自身の健康を見つめ直すきっかけとしていただけると幸いです。
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